
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

自家用有償旅客運送の
制度改正について

令和７年２月
東京運輸支局 輸送担当

資料第５号



道路運送法施行規則改正①（運転者証の車内掲示削除等）
改正:R5.8.1 施行:R5.8.1

 施行規則第51条の23
自家用有償旅客運送を行う特定非営利活動法人等は、自家用有償旅客運送自動車に運転者等を乗務させるときは、次に

掲げる事項（特定自動運行保安員については、第四号及び第五号に掲げる事項を除く。）を記載し、かつ、当該運転者等
の写真を貼り付けた運転者証（特定自動車運行保安員については、保安員証）を作成し、これを旅客に見やすいように
表示し、又は当該自家用有償旅客運送自動車内に掲示しなければならない

一 作成番号及び作成年月日
二 自家用有償旅客運送者の名称
三 運転者等の氏名
四 運転免許証の有効期限
五 第51条の16第1項及び第3項に規定する要件に係る事項

施行規則第51条の28 ・対象が「市町村」から「自家用有償旅客運送者」へ
・第51条の14第1項の対価を旅客に見やすいように表示
・自家用有償旅客運送自動車内に当該自家用有償旅客運送者の名称
・当該自家用有償旅客運送自動車の自動車登録番号を旅客に見やすいように表示

 運転者証の作成・車内掲示義務廃止
 自家用有償旅客運送者の名称・自動車登録番号（ナンバー）

を車内へ掲示

改正前

改正後

ポイント

 施行規則第51条の28
自家用有償旅客運送を行う市町村は、第51条の14第1項の対価のほか、自家用有償旅客運送自動車内に、当該市町村の

名称及び当該自家用有償旅客運送自動車の運転者等の氏名を旅客に見やすいように掲示しなければならない

施行規則第51条の23  ・削除
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道路運送法施行規則改正②（運営協議会関係）
改正:R5.9.22 施行:R5.10.1

※みなし規定:省令附則第２項
この省令の施行の際、現に存する第三条の規定による改正前の道路運送法

施行規則第51条の７第１号に規定する運営協議会は、第３条の規定による
改正後の道路運送法施行規則第４条第2項に規定する地域公共交通会議とみなす

施行規則第51条の7
地域住民の生活に必要な旅客輸送を確保するために必要な自家用有償旅客運送に関する協議を

行うために一又は複数の市町村⾧又は都道府県知事が主宰する協議会

・施行規則第51条の7の運営協議会に関する事項及び9条の２を削除
・施行規則第４条において地域公共交通会議を新たに定義づけ

⇒改正前の地域公共交通会議及び運営協議会を「地域交通会議」とし、２つの会議体を一本化

 協議の場を運営しやすくするため
 「運営協議会」を「地域公共交通会議」へ統合

今回の改正においては、
必ずしも実質的な統合を
要するものではなく、
既存の運営協議会をそのまま
存続させることも可能

ポイント

改正前

改正後

運営協議会

地域公共交通会議
施行規則第9条の2

地域住民の生活に必要な旅客輸送の確保その他の旅客の利便の増進を図るために必要な
一般旅客自動車運送事業及び自家用有償旅客運送に関する協議を行うために一又は複数の
市町村⾧（特別区の区⾧を含む。以下同じ。）又は都道府県知事が主催する会議
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道路運送法施行規則改正③（手続き簡素化・運送事業者との連携拡大）
改正:R5.11.2 施行:R5.11.2

施行規則第51条の2の2
法第79条の2第1項第5号において国土交通省令で定める事項は、自家用有償旅客運送自動車の整

備管理の体制の整備とする
※法第79条の2第1項第5号:
運行管理の体制の整備その他省令で定める事項について一般旅客自動車運送事業者の協力を得て行う運送を

「事業者協力型自家用有償旅客運送」という

 事業者協力型
施行規則第51条の2の2の事業者協力型の類型に「旅客の運送の手配に係るサービスの提供」を追加

 事業者協力型自家用有償運送に配車サービスの提供を追加
 更新登録の手続き簡素化（添付書類の省略化）

改正前

改正後

施行規則第51条の10第2項
更新登録申請書には、施行規則第51条の3に規定する書類及び登録証を添付しなければならない
※施行規則第51条の3に規定する添付書類:

①定款・謄本・役員名簿 ②路線図（交通空白） ③欠格事由に該当していない旨の宣誓書
④協議が調っていることを証する書面 ⑤自動車の使用権原を証する書面
⑥福祉車両運転者の要件確認書面 ⑦セダン型車両運転時の要件確認書面 ⑧運行管理体制図
⑨整備管理体制図 ⑩事故発生時の連絡体制図 ⑪任意保険証書等 ⑫旅客の名簿
⑬＆⑭自動運転に係る書類

ポイント

事業者協力型

更新登録申請

 更新登録申請
①、②、⑤～⑭の書類について、内容に変更がない場合は添付省略可
※R5.12.28付けで「福祉有償運送の登録に関する処理方針について」も同様の内容で改正
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地域公共交通会議及び運営協議会に関する国土交通省としての考え方について
改正:R5.12.28 施行:R5.12.28

 有効期間の更新の登録時の協議方法の簡素化
 交通空白地域に該当する目安を提示

主な改正内容

２．地域公共交通会議の設置及び運営（６）※赤字部分を追加
なお、更新の登録を行う場合にあっては、意見公募形式（更新の登録を行うことについて地域公共交通会議の

構成員に対して周知し、一定期間異議がない場合には、当該更新に係る協議が調ったものとみなす協議形式をいう。）
によることができるものとする

ポイント

３．協議を行うに当たっての具体的指針（３）①（イ）※赤字部分を追加
交通空白地有償運送の必要性が認められる場合とは、過疎地域や交通が著しく不便な地域において、バス、タクシー

等の交通事業者による輸送サービスの供給量が不十分であるなどの事情により、実質的に交通事業者による旅客輸送の
確保が困難となっている状況にあると認められる場合などが想定され、交通空白地有償運送の必要性については、地域
の実情に応じて地域公共交通会議において適切に判断される必要があるところ、

以下の場合には、少なくとも交通空白地（交通サービスが限られる時間帯が生じる地域を含む。）に該当することを
前提に、交通空白地有償運送の必要性を地域公共交通会議において判断することが望ましい。
・半径１キロメートル以内にバスの停留所及び鉄軌道駅が存しない地域であって、タクシーが恒常的に30分以内に配車

されない地域
・当該地域における一般旅客自動車運送事業者・鉄道事業者・軌道事業者の営業時間外

有効期間の更新の登録時の協議方法の簡素化

交通空白地に該当する目安を提示
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自家用有償旅客運送者が利用者から収受する対価の取扱いについて①
改正:R5.12.28 施行:R5.12.28

 対価の設定目安をタクシー運賃の約8割の水準まで引上げ
 対価の目安の考え方を新たに提示
 地方運輸局において対価の目安を公表

改正後
 自家用有償旅客運送者が利用者から収受する対価の取扱いについて

２．（３）①旅客から収受する対価の水準
イ．運送の対価は、当該地域に適用されるタクシー運賃の約8割（地方運輸局及び沖縄総合事務局において、

インターネットその他の適切な方法により、当該地域の運送の対価を公表するものとする。）であること
ただし、地域公共交会議等において調った協議結果に基づき、約8割を越える運送の対価を設定することも可能

ポイント

１．自家用有償旅客運送者が利用者から収受する対価の目安を算定するための経常費用
人件費／燃料油脂費（燃料費・油脂費）／車両修繕費（タイヤ・チューブ費含む）／車両償却費（リース費含む）／

その他諸経費（諸税（自動車税、自動車重量税等）、保険料等）
２．対価の目安の設定の考え方

当該地域の直近のタクシーの距離制初乗り上限運賃を算出する際に使用した各経常費用項目の合計をもとに
構成比を算出、構成比で割り付けし、合算

改正前
自家用有償旅客運送者が利用者から収受する対価の取扱いについて

２．（３）①旅客から収受する対価の水準
イ．運送の対価は、当該地域におけるタクシーの上限運賃の概ね１／２の範囲内であること。

ただし、地域公共交通会議等において調った協議結果に基づき、１／２を越える運送の対価を設定することも可能

※今般の制度改正において、具体的な対価の目安設定における考え方を明確化

留意事項:いずれも対価の目安であるため、地域公共交通会議等においては目安に拘束されるものではない

 自家用有償旅客運送者が利用者から収受する対価の取扱いに係る考え方について

５



令和６年１月１６日付け
関東運輸局における対価の目安

ｃ

自家用有償旅客運送者が利用者から収受する対価の取扱いについて②
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Ｒ６年度 改正制度概要 改正：Ｒ６．４．２６ 施行：Ｒ６．４．２６

○ 運送区域外の目的地への往復を可能とする必要性が高い
ことから、発地又は着地のいずれかが運送区域内にあれば
よいことを通達上明記する。

〇 地域公共交通会議で２か月程度協議してもなお結論に至らな
い場合には、協議内容を踏まえ首長の責任により判断できるこ
とを通達上明記する。

○ 一定のダイナミックプライシングを導入するため、以下
の事項を通達上明記する。

運送区域の設定の柔軟化地域公共交通会議の運営手法の見直し

ダイナミックプライシングの導入 タクシーとの共同運営の仕組みの構築

○ タクシーサービスの補完として自家用有償旅客運送を活
用するため、タクシー事業者と市町村・ＮＰＯ等との共同
運営（タクシーサービスと自家用有償旅客運送サービスと
の一体的な提供）が可能であることを通達上明記する。① 通常収受することとなっている対価に対して、５割増を上限、

５割引を下限として、柔軟に対価の額を設定することが可能。

② 手法としては、
・対価の額をリアルタイムに変動させる
・対価の額が変動する時間帯や要件をあらかじめ決定する
のいずれも可能。

③ 一定期間に収受した対価の総額は、「実費」の総額の範囲内で
なければならないことから、これを３ヶ月ごとに確認。
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